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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期連結
累計期間

第59期
第２四半期連結

累計期間
第58期

会計期間

自平成27年
　３月１日
至平成27年
　８月31日

自平成28年
　３月１日
至平成28年
　８月31日

自平成27年
　３月１日
至平成28年
　２月29日

売上高 （百万円） 26,965 22,868 50,809

経常利益 （百万円） 4,230 3,717 7,955

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,090 2,045 3,847

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,651 2,416 4,281

純資産額 （百万円） 60,880 60,984 59,283

総資産額 （百万円） 72,806 71,358 70,350

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 46.41 47.18 85.76

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.5 78.5 77.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 2,666 2,889 7,509

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,420 △2,485 △2,829

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 217 △880 △3,702

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 26,209 27,245 27,723

 

回次
第58期

第２四半期連結
会計期間

第59期
第２四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
６月１日

至平成27年
８月31日

自平成28年
６月１日

至平成28年
８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 22.34 24.11

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

（1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善傾向を背景に、緩やかな景気回

復の動きがみられたものの、中国における景気減速や、資源安に見舞われた資源国経済の先行き懸念の増大、ま

た、英国のＥＵ離脱問題等による欧州を中心とした経済の先行き不安等、依然として不透明な状況にあります。

　このような背景のなか、当社の主力事業である工場廃液の中間処理・リサイクル業は、低迷が続く国内工業生

産の影響を受け、受注及び売上は伸び悩みの状況が続きました。また、原油価格が年明けの底値からは脱したも

のの、大幅な上昇とまでは至らなかったことが影響し、国内リサイクル燃料価格は、低迷が続きました。そのた

め、外部環境は昨年度から引続き厳しい状況にさらされることとなりました。同様に、鉛リサイクル事業は、依

然鉛相場の低迷と共に、円高の進行が続いたため、厳しい状況が続きました。

　しかしながら、下落傾向の続いた石油製品や金属といった国内資源価格に底打ち感がみられ、それに伴い、リ

サイクル製品の販売価格は落ち着きを取り戻しつつあります。このため、リサイクル事業の業績も、下期以降回

復が期待できる状況となりました。

　一方、土壌汚染の調査・分析・処理事業は、昨年度発生した大型の案件もほぼ終息し、下期以降に向けた受注

活動期に入っており、その結果、減収減益となっておりますが、受注活動も徐々に成果が見えつつあります。

　以上のような厳しい経営環境ではありますが、将来を見据えた顧客基盤の拡大やリサイクル原料調達コストの

削減等をスピードを上げて実行することにより、シェアアップならびに採算の改善を図っております。

　しかしながら短期的には外部環境の悪化には抗しきれず、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高22,868

百万円（前年同四半期比15.1％減）、営業利益3,675百万円（同11.9％減）、経常利益3,717百万円（同12.1％

減）、親会社株主に帰属する四半期純利益2,045百万円（同2.1％減）となりました。

 

　当社グループは、環境関連事業から構成される単一セグメントであるため、セグメントごとの記載を省略して

おります。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ477百万円減少し27,245百

万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、主に法人税等の支払額1,990百万

円、たな卸資産の増加額358百万円等があったものの、税金等調整前四半期純利益3,751百万円、減価償却費1,113

百万円等により、総額では2,889百万円（前年同四半期比8.3％増）の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得による支

出1,848百万円、投資有価証券の取得による支出834百万円等により、総額では2,485百万円（同27.3％減）の支出

となりました。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、主に配当金の支払額693百万円、長

期借入金の返済による支出149百万円等により、総額では880百万円の支出（前年同期は217百万円の収入）となり

ました。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、27百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 79,200,000

計 79,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年10月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 45,124,954 45,124,954

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 45,124,954 45,124,954 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

 平成28年６月１日～

 平成28年８月31日
 － 45,124,954 － 6,382 － 7,051
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（６）【大株主の状況】

  平成28年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 6,324 14.01

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　
ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業
部)

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ　351　ＢＯＳＴＯＮ　
ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ　02101　
Ｕ．Ｓ．Ａ．
(東京都中央区月島4丁目16-13)

3,346 7.41

ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ＆ＣＯ．ＲＥ

Ｇ

（常任代理人ゴールドマン・サックス証券

株式会社）

200　ＷＥＳＴ　ＳＴＲＥＥＴ　ＮＥＷ

ＹＯＲＫ，ＮＹ，ＵＳＡ

（東京都港区六本木６丁目10番１号六本

木ヒルズ森タワー）

2,825 6.26

ＪＰ　ＭＯＲＧＡＮ　ＣＨＡＳＥ　ＢＡ
ＮＫ
(常任代理人株式会社みずほ銀行決済営業
部)

25　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ，ＣＡＮ
ＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ，ＬＯＮＤＯＮ，
Ｅ14　5ＪＰ，ＵＮＩＴＥＤ　ＫＩＮＧ
ＤＯＭ
(東京都中央区月島4丁目16-13)

1,482 3.28

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　
ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ
(常任代理人香港上海銀行東京支店カスト
ディ業務部)

ＯＮＥ　ＬＩＮＣＯＬＮ　ＳＴＲＥＥ
Ｔ，ＢＯＳＴＯＮ　ＭＡ　ＵＳＡ　
02111
(東京都中央区日本橋３丁目11-1)

1,398 3.09

伊藤　博之 名古屋市緑区 1,345 2.98

山本　哲也 愛知県岩倉市 1,323 2.93

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,323 2.93

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,313 2.91

有限会社こども未来研究所 愛知県岩倉市下本町真光寺53－６ 1,299 2.87

計 － 21,984 48.71

　（注）１．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 6,324千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,313千株

２．上記のほか、自己株式が1,777千株あります。

３．平成28年８月31日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、カバウター・マ

ネージメント・エルエルシーが平成28年８月５日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主

の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

大量保有者                                 カバウター・マネージメント・エルエルシー

住所                                       アメリカ合衆国イリノイ州60611、シカゴ、ノース・ミ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　シガン・アベニュー401、2510号室

保有株券等の数                             株式 3,221千株

株券等保有割合                             7.14％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成28年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     1,777,300 － －

 完全議決権株式（その他）  普通株式    43,191,100 431,911 －

 単元未満株式  普通株式       156,554 － －

 発行済株式総数 45,124,954 － －

 総株主の議決権 － 431,911 －

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,900株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19個が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成28年８月31日現在
 

所有者の氏名又は

名称
 所有者の住所

自己名義所有株

式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

株式会社ダイセキ
名古屋市港区船

見町１番地86
1,777,300 － 1,777,300 3.93

 計  － 1,777,300 － 1,777,300 3.93

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年６月１日から平

成28年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 28,830 28,350

受取手形及び売掛金 9,048 8,752

たな卸資産 ※ 1,630 ※ 1,989

繰延税金資産 284 256

その他 436 294

貸倒引当金 △35 △28

流動資産合計 40,194 39,614

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,413 5,167

機械装置及び運搬具（純額） 4,196 3,898

土地 12,904 13,440

建設仮勘定 62 992

その他（純額） 290 309

有形固定資産合計 22,866 23,807

無形固定資産   

のれん 725 687

その他 295 295

無形固定資産合計 1,021 983

投資その他の資産   

投資有価証券 4,673 5,373

繰延税金資産 623 572

その他 1,012 1,049

貸倒引当金 △42 △42

投資その他の資産合計 6,267 6,953

固定資産合計 30,155 31,744

資産合計 70,350 71,358
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年２月29日)
当第２四半期連結会計期間

(平成28年８月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,521 3,584

短期借入金 840 840

1年内返済予定の長期借入金 299 299

未払法人税等 2,038 1,438

賞与引当金 307 337

受注損失引当金 － 11

その他 2,140 2,067

流動負債合計 9,147 8,579

固定負債   

長期借入金 725 575

役員退職慰労引当金 305 312

退職給付に係る負債 765 790

その他 123 115

固定負債合計 1,919 1,794

負債合計 11,067 10,374

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,382 6,382

資本剰余金 7,051 7,051

利益剰余金 43,873 45,225

自己株式 △2,804 △2,805

株主資本合計 54,502 55,853

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 190 242

退職給付に係る調整累計額 △47 △24

その他の包括利益累計額合計 143 218

非支配株主持分 4,636 4,911

純資産合計 59,283 60,984

負債純資産合計 70,350 71,358
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

売上高 26,965 22,868

売上原価 20,026 16,571

売上総利益 6,938 6,296

販売費及び一般管理費 ※ 2,762 ※ 2,621

営業利益 4,175 3,675

営業外収益   

受取利息 23 19

受取配当金 13 10

その他 24 14

営業外収益合計 62 45

営業外費用   

支払利息 3 3

その他 3 0

営業外費用合計 7 3

経常利益 4,230 3,717

特別利益   

固定資産売却益 11 27

投資有価証券売却益 0 8

特別利益合計 11 36

特別損失   

固定資産売却損 0 0

固定資産除却損 27 1

特別損失合計 27 2

税金等調整前四半期純利益 4,214 3,751

法人税、住民税及び事業税 1,743 1,371

法人税等調整額 △35 46

法人税等合計 1,707 1,417

四半期純利益 2,506 2,333

非支配株主に帰属する四半期純利益 415 288

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,090 2,045
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

四半期純利益 2,506 2,333

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 146 59

退職給付に係る調整額 △1 23

その他の包括利益合計 145 82

四半期包括利益 2,651 2,416

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,198 2,120

非支配株主に係る四半期包括利益 453 296
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,214 3,751

減価償却費 1,004 1,113

のれん償却額 135 38

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 55 30

受注損失引当金の増減額（△は減少） 27 11

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14 7

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20 59

受取利息及び受取配当金 △37 △30

支払利息 3 3

固定資産売却損益（△は益） △11 △27

固定資産除却損 27 1

売上債権の増減額（△は増加） △1,174 307

たな卸資産の増減額（△は増加） △69 △358

仕入債務の増減額（△は減少） 129 17

未払金の増減額（△は減少） △13 △97

未払消費税等の増減額（△は減少） △188 △80

その他 △110 111

小計 4,005 4,851

利息及び配当金の受取額 37 31

利息の支払額 △3 △2

法人税等の支払額 △1,372 △1,990

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,666 2,889

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,019 △20

定期預金の払戻による収入 18 22

投資有価証券の取得による支出 △402 △834

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による

収入
0 219

保険積立金の積立による支出 △87 △38

保険積立金の解約による収入 96 7

有形固定資産の取得による支出 △2,084 △1,848

有形固定資産の売却による収入 11 37

無形固定資産の取得による支出 △3 △6

その他 51 △24

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,420 △2,485
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △315 －

長期借入れによる収入 1,200 －

長期借入金の返済による支出 △24 △149

配当金の支払額 △586 △693

非支配株主への配当金の支払額 △37 △20

自己株式の処分による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1 △0

その他 △16 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー 217 △880

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △536 △477

現金及び現金同等物の期首残高 26,662 27,723

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
83 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 26,209 ※ 27,245
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、当第２四半期連結会計期間

末の資本剰余金に与える影響は軽微であります。

（四半期連結貸借対照表関係）

※ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年２月29日）
当第２四半期連結会計期間
（平成28年８月31日）

商品及び製品 407百万円 409百万円

仕掛品 757 834

開発事業等支出金 － 352

原材料及び貯蔵品 465 392

 

（四半期連結損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日

　　至 平成27年８月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日

　　至 平成28年８月31日）

給料手当及び賞与 764百万円 828百万円

賞与引当金繰入額 126 125

退職給付費用 51 67

役員退職慰労引当金繰入額 13 9

貸倒引当金繰入額 9 △6

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおりで

　　あります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日）

現金及び預金勘定 24,510百万円 28,350百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △102 △1,104

有価証券 1,801 －

現金及び現金同等物 26,209 27,245
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年８月31日）

１．配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月28日

定時株主総会
 普通株式 585 13 平成27年２月28日 平成27年５月29日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月30日

取締役会
 普通株式 540 12 平成27年８月31日 平成27年10月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）

１．配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月26日

定時株主総会
 普通株式 693 16 平成28年２月29日 平成28年５月27日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

　間末後となるもの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月３日

取締役会
 普通株式 606 14 平成28年８月31日 平成28年10月27日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成27年３月１日　至平成27年８月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自平

成28年３月１日　至平成28年８月31日）

 当社グループは、環境関連事業から構成される単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 46円41銭 47円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,090 2,045

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
2,090 2,045

普通株式の期中平均株式数（千株） 45,036 43,347

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

平成28年10月３日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　606百万円

 (ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　14円

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　 平成28年10月27日

 (注）平成28年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ダイセキ(E04931)

四半期報告書

18/19



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年10月７日

株式会社ダイセキ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 三浦　　宏和　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 坂部　　彰彦　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイセ

キの平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成28年６月１日から平成

28年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイセキ及び連結子会社の平成28年８月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 　　　　 ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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